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新スタート条約（2010年4月署名）

条約の検証規定のほとんどを復活させ、発効後7年間
で米ロの戦略核弾頭の数をそれぞれ1550に減らす
ことになる

発効には、上院の100票のうち67票が必要。共和党上

院議員らは、核兵器関連施設群の改修や後継ミサ
イル・潜水艦のための資金増額を要求。

オバマ大統領は、共和党側が望むほとんどすべてを
提供。ただし、新しい核弾頭の約束はしていない。

批准は恐らく春までにはなされるだろうが、確実と言う
ことはない。



後継条約

オバマ政権は、新START批准と同時に新しい条約の

交渉を開始したい考え。配備戦略核弾頭だけでなく、
非配備・非戦略核弾頭も対象に。

ロシアは、非配備核弾頭に関心。なぜなら、米国の削
減は、各ミサイルに搭載の核弾頭の一部を取り外
す形で実施。これは、簡単に逆転できる。

ロシアの抵抗がもっと強いのは、短射程核兵器の削
減交渉。ロシア側は、米国の隣国はカナダとメキシ
コだが、ロシアの隣国はNATOと中国だからと主張。

NATOは、米国の核兵器の欧州からの撤退を議論し
ているが、東欧諸国が抵抗。



包括的核実験禁止条約（CTBT)
（クリントン大統領が1996年に署名）

ここでも、批准には上院の100票のうち67票が必要。

共和党は、もう、米国が核実験を再開すべきだとは言っていない。

しかし、オバマ政権は、核兵器への投資という点で、共和党に対
し、与えられるものをすべて与えてしまった。

CTBTが近いうちに発効するというのは、ありそうにない。

だが、北朝鮮以外の国が予見できる将来に核実験をするという
のもありそうにない。
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使用済燃料中のプルトニウム：
長崎型核爆弾25発分/炉・年
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米国
ヤッカマウンテンの使用済み燃料地層処分の許可手続きは、

ネバダの政治的反対のためにキャンセル



オバマが設置した
「米国の原子力の将来に関するブルーリボン委員会」

米国の使用済み燃料に関する新しい政策を策定するためのハ
イレベル委員会。

再処理は議論されているが、委員会は、米国がその反再処理
政策の変更が核拡散にもたらす意味合いについて懸念。

国際的な「ゆりかごから墓場まで」体制が議論されている。小
数の原発を持つ国が自国の使用済み燃料の処分をしなくて
すむようにするため。

2011年7月に中間報告の予定。最終報告は、2012年1月。



当座、米国では、原子炉サイトで使用済み燃料を保管。
冷却プールに最高20年。

そして、その後は巨大な空気冷却ドライキャスクに。

キャスク2体に入る使用済み燃料
の量はウラン20トン。100万キロ

ワット軽水炉から毎年取り出される
量に匹敵



韓国

米韓原子力協力協定は、2014年に失効

韓国は、後継協定において日本の場合と同じく、使用済み燃料
を再処理する権利を与えるよう要請。

米国は、韓国の提案に関する共同研究の実施に同意。

米国は、韓国における再処理に反対。なぜなら、北朝鮮のプル
トニウム計画を終わらせるのがさらに難しくなるから。



中国

中国は、フランスの最新の再処理工場のコピーの購入につい
て同国と協議中。

中国は、ロシアが建設中の高速増殖実証炉（BN800）のコピー
2基の購入について同国と協議中。

今日、世界の使用済み燃料中のプルトニウムの約25％が分離
される（仏・印・日・ロ・英）

中国が再処理すると、他の東アジアの国々に再処理をしないよ
う説得するのが、さらに難しくなる。インドネシア、韓国、ベト
ナムなどだ。これらの国々が「バーチュアル核保有国」となっ
てしまう。



日本

中間貯蔵容量を増やすことが政治的に不可能だというのが再
処理の主要な正当化の議論となっている。

六ヶ所再処理工場は、予定より15年遅れている。

従って、日本は、中間貯蔵容量を増やす必要がある。
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要約と問い

• 六ヶ所再処理工場はうまく行っていない

• 韓国は、日本の再処理計画を真似している。他の国もそうす
るかもしれない。

• 中国は、フランスと日本の再処理計画を真似している。

• 日本は、46トンの分離済みプルトニウム（核兵器6000発分）
を保有している（ヨーロッパ保管分も含む）。

日本は使用済み燃料の中間貯蔵の方にもっと移行すべきか？


